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2C14 「日本型コーポレートガバナンス」の 強化と 
そのための技術経営展開 

0 松原健夫 ( 立命館大社会システム 研 ) 

1 , はじめに 

日本企業のコーポレートガバナンスの 商法改正が 2003 年 4 月 1 目に 

施行され、 「日本型コーポレートガバナンス」と「米国型コーポレート 

ガバナンス」とが 選択可能となる。 コーポレートガバナンスの 目的は経営の 

「透明性」と 信頼性」であ る。 東電・中部電・ 東北電の不祥事件では、 社内 

監査機能が働かなかったが、 「日本型コーポレートガバナンス」の 強化は、 日本 

企業の今後の 重要な課題であ るが、 これは「技術経営」の 強化と関係が 深い。 

2 、 これからの「日本型コーポレートガバナンス J (1) (2) (3) (4) 

近年日本企業の 株主構造が変わりメインバンクや 株式持合い企業が 

主要株主でなくなり、 これらの企業監査機能が 働かなくなってきた。 従って 

近年の「日本型コーポレートガバナンス」は、 透明性・信頼性はゼロと 評価 

されていた。 ( 図表 1) しかし最近商法改正などで 若干見直された よう であ る。 

今般の商法改正では、 特に「監査役会の 強化」に 注力 された。 

すなは ち 「最高経営者の 監査役候補選任への 同意 権 」、 「監査役会の 監査役候補 

選任の議案提出請求権 」で監査役会の 地位の安定と 独立性がはかられた。 

これからの「日本型コーポレートガバナンス」を 図表 2 に示す。 
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東電の今般の 原発検査記録 改 ざんは、 ㏄㏄年 7 月に元通産省から 情報が入り 

商 社長から調査の 指示が出ていたが 監査役会が疑惑の 存在を知ったのは 2 ㏄ 2 年 

5 月であ った。 そして、 37 件の記録 改 ざんが発表された。 (8/29 、 9/19) 

東電の監査役業務部は 総勢 10 名でこの様な 複雑な技術的不正を 発見するのは 
難しいと考えられる。 実際に監査役業務部で 執行業務全般の 不正行為を発見する 
には監査役業務部に 技術と経営のわかる「技術経営」の 社外監査役やスタッフが 

必要であ る。 これは、 日本企業の監査役会の 共通の問題でもあ る。 

この解決策は 後に述べる。 ( 米国の株価バルブ 崩壊以降の項目を、 バルブ後と記す ) 

日本と米国の「コーポレートガバナンス 監査制度の違い」を 図表 3 に示す。 

図表 3   日本型監査制度 米国型監査制度 

監査人選任者 代表取締役であ ったが CEO と取締役会 ( 指名委員会 ) 

( バルブ後 ) 商法改正で独立性向上 との折衝による ( 力 関係による ) 

監査対象 法律専門家を 中心とする 経営パーフォーマンス 全般の監査 

違法性監査に 重点 ( 利益、 株価、 違法性 ) 

代表取締役の 罷免 監査役会からの 罷免無し cEo の取締役会からの 罷免多し 

監査と執行の 兼任 米国型・ CKO の兼任所 取締役会長 ( 監査 ) と CEO  ( 執行 ) 

( バルブ 後 ) 日本型・両組織が 独立 の兼任多し ( 英国型は兼任不可 ) 

制度改善 社内の「監査情報 「企業改革法」による 刑事罰 

( バルブ 後 ) システム」の 整備 の 強化 

監査の受益者 Stake@ Holder Shareholder 、 Stock@ Holder 

    ( 会社の利害関係者 )     ( 株主 )   
3 、 「米国型コーポレートガバナンス」の 破笘と 今後の間 且点 (1) (2) (4) (5) 

「米国型コーポレートガバナンス」は、 英国型 ( 図表 1) とは異なり、 
一般に cEo が取締役会長を 兼務するので「競技者が 主審を兼ねている 状態」 

で、 「食欲さ (Greed) を競う経営のモラルハザード 状態」であ ると言われて 
いる。 ( 「米国型コーポレートガバナンス」を 図表 4 に示す。 ) 

米証券取引委員会 (SEC) の調査によると、 不正会計、 粉飾決算などの 
不正事件 276 件のうち、 70% に CEO が関与していたと 報告されている。 

米国型ガバナンスの「社覚取締役」を 中心とする「監査委員会」の 機能は、 

企業の不正行為の 監査であ るがほとんど 機能しなかった。 すな は ち、 

・エンロンの 場合、 「監査委員会」は エ ンロン破綻の 2 年前に会計事務所 

アンダーセンから「エンロンがきわどい 会計処理をしている」との 警告を受け 

ていた。 これに対して「監査委員会」はほとんど 調査しなかった。 そして、 元 

取締役は経理資料について CEO に 挿 されたと主張している。 しかしこの監査 

委員長はスタンフォード 大学ビジネススクールの 会計学専門の 元学長であ る。 
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・ワールドコムの 場合、 費用計上すべき 回線補修費を 設備投資とみなし 

資産計上し、 3 8 億ドルの利益を 不正計上した。 これに対して、 社外取締役 

を中心とする「監査委員会」は 機能せずこれらを 見過ごした。 

図表 4  米国型コーポレ ト ガバナンス 
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Cno  : 展商 経世背任 櫛 
CEO 

COO  : 展 商秋Ⅰ〒背任 考 

coo CPO : 最荷 財務背任 苦 
CIO  ; 帰向 梢卸 背任 者 

                                                                                                          C, 「 0: 最高技術 實佃 : 者 咄咄咄 
「米国型コーポレートガバナンス」の 問題は深淵であ る。 (1) (2) 

  「社覚取締役」を 中心とする組織に、 監査機能が期待されない 事 

・ cEo と取締役会長の 兼務を認めるので、 英国型より信頼性評価が 低い事 

・株式会社は「株主のみの 利益指向」よりも、 「会社の利害関係者の 利益指向」 

の方が米国として 望ましい、 という専門家や 一般人が多くなっている 事 

すな は ち、 『 粟面 里ガ パ ナンスは、 株価バルブの 好 Ⅰ丸の八口一規 笘 ( 光 

拾現亀 ) で、 好 Ⅰ気が終わると 消えてしまう。 」と言われている。 (2) 

4 、 「日本型コーポレートガ バ ナンス」樹立のための 技術経営の展開 (4) (5) (6) 

これからの「日本型コーポレートガバナンス」における「監査役会 

制度」や「執行役員制度」の 強化のためには、 「技術経営」の 活用が必須であ る。 

a 、 監査役会機能強化のための「技術経営」 

日本の監査役会機能の 強化には、 ①監査役は法律専門家を 中心メンバー 

とし監査対象を「違法性」に 絞るよりも、 「執行業務全般」を 監査対象としな 

くてはならない。 これは 「執行業務全般」の 監督は取締役会が 行な う ので 

あ るから監査役会は 介入しなくてよいという 一方的な考えによるらしい。 

今般の東電のような 不正行為を監査役会で 発見しょうとする 時には、 ② 

技術と経営の 両方を理解する「技術経営プロフェッショナル」が 必須であ る。 
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もう一つの問題として②監査役会に 監査に必要な 情報が入ってこないこ 

とがあ る。 この対策として、 会社の「経営情報管理システム」のなかに 

「監査情報システム」を 組み込む必要があ る。 このとき④「内部告発 

( ホットライン ) 情報」もこのシステムに 受け皿を作るぺきでる。 

日本監 杢役 協会の ( あ る ウ 務の ) 俺演 で、 「日本では「適性Ⅰの 監査報告の 

出ている会社で 笛 単に倒産やトラブルが 発生する。 」これはⅠ大な 問 虹 であ る。 

b, 執行役制度の CTO, C @ O 体制の擁立 

日本企業の半数は 今年度中に「執行役制度」を 導入する。 「執行役制度」 

を導入するとき、 ⑥ cTo, c I 0 を中心とする 新体制を確立すべきであ る。 

この CTO 、 C I 0 の主な役割を 記す。 

CTO  l 、 技術と経営との 調整 ( ⑥経営リターンと 技術リスクの 評価調整 ) 

2 、 技術的経営に 関する総合的意思決定 ( ホリステイック 経営 ) 

3 、 研究開発管理 ( 迅速化、 効率化、 アウトソーシンバ 利用 ) 

4 、 技術覚交、 法令遵守 ( コンプライアンス ) 

C@ I@0  工 Ⅰ ） 経営戦略のための 経営情報システム ( ナ レッジセンタ づ 構築 

3 、 プレスや株主代表訴訟の 情報管理、 ⑦投資家向け 広報 ( 注 I R) 

c, コーポレートガ バ ナンス強化のためのプロフェッショナル 技術経営 (7) 

2  、 I  T  を利用した業務改革の 推進 ( 注 I  R  :lnvestorRe@ation 苦 

最近の経営は、 東京電力の原発検査記録 改 ざん、 みずほ銀行のシステム 

トラブル、 雪印乳業の不良品不正処理、 JCO の臨界事故など 様々な技術的 

問題が経営に 入りこんできている。 このため企業には②技術と 経営とをカバ 

一できる 「プロフェッショナル 技術経営」が 必須となっている。 (7)  東電 

0 社外監査役も 原子力部門を 監査するには 技術経営のプロが 必要であ る。 

⑧米国では、 企業に就職後 5 ～ 1 0 午 してから、 個人で「技術経営ビジネス 

スクール」に 通い戦略や定石を 学ぶのが技術系経営者の 標準コースであ る。 

日本の産学官でも、 日本の輯手力強化のためには ，このような「経営 

のわかる技術者」がⅠ要であ るという意見が 強まっている。 

結語 これから日本企業の 国際的評価を 高めるには「日本型コーポレート カ バ 

ナンス」の強化が 必須であ る。 このためにほ 今後 「技術経営」を 積極的に 

活用しなくてはならない。 ここではその 具体策を①～⑧に 提示した。 
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